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Ｋｍ／ｌ
ガソリン乗用車の平均燃費推移

2015基準相当

2015年度燃費基準は、今後とも
直線的に燃費を向上させて、
やっと達成できる厳しいレベル。

10･15ﾓｰﾄﾞ

2005年度までのﾊｲﾍﾟｰｽの
燃費向上は、各社がマン
パワーと投資を短期集中
的に投入した結果
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ｼｬｼｰ･ﾀﾞｲﾅﾓﾒｰﾀｰ上での燃費計測試験

動力吸収（ころがり抵抗＋空気抵抗分）

フライホイール
（加速抵抗分の慣性）
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燃費試験用走行モード
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ｺｰﾙﾄﾞ試験条件
あり。

・新モード燃費値は、従来より平均１割程度低くなる。

・燃費表示切替に際しては、お客様の混乱を招かない様、

官民で充分な検討が必要。



ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ車の普及台数
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ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ車普及は、
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車中心に
30万台を超えた。

19



20

バイオ燃料

・バイオ燃料の普及には賛成であり、普及に協力する。

・ガソリンへのエタノール３％やＥＴＢＥ７％混合

については、耐久性・排出ガスレベルとも車側への

悪影響はない。

・中長期的なバイオ普及も重要と考えるが、

使用過程車への影響も含め、

個々に慎重な検討が必要と考える。

・基本的には、薄く広く混合させる事が望ましい。
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ディーゼル乗用車

・日本市場では、ディーゼル乗用車が

ほとんど販売されていない。

これは、排出ガス規制や市場性の影響である。

・自工会各社は、普及を目指してクリーンな

ディーゼルの低コスト化開発に努力している。
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2010年度

5,490万ｔ

交通対策
2,830万ｔ

燃費改善
2,100万ｔ

単体その他
560万 t

運輸部門目標達成計画

目標値

250百万ｔ

総合的な取り組みが必要

４．総合的取り組み４．総合的取り組み

自動車自動車
燃費改善燃費改善

交通流対策交通流対策
等等

エコエコ
ドライブドライブ
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モ
ー
ド
燃
費

実
走
行
燃
費

エアコン・電気負荷

道路混雑

運転法

モード燃費と実走行燃費の差異

冷却・暖機

ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞによって、実走行燃費がかなり向上する。

10・15
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エコドライブ

・貨物事業者のエコドライブは進んでいるが

乗用車では、定着していない。

・自工会は、様々な乗用車のエコドライブ普及活動に

協力している。

・「瞬時燃費計」などの車載エコドライブツールは、

急速に搭載車種が増加中。（次ページ）

・エコドライブ普及には、クールビズのように知名度が

アップすれば、草の根活動の効果も出るはず。

・政府にクールビズの成功体験を活かして、

知名度アップをお願いしたい。
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瞬間燃費計付きカーナビ

平均燃費計 エコランプ

燃費の車載情報提供例

瞬時燃費計

エコメータ
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交通流改善による走行速度のアップは

燃費に効果的であり、今後とも積極的に

施策に取り組むべきである。

自工会提言

渋滞ポイント解消と踏み切り改良

環状道路の早期整備（例：首都圏三環状）

高速道路利用の促進

交通流対策の重要性

出典:（財）日本自動車研究所資料より作成

29.68km/h2004年

29.24km/h2003年

27.93km/h2002年

27.63km/h1999年

出典:国土交通省資料より作成
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現在の交通対策の課題

・短期的な交通対策は、ＣＯ２を削減していると認識している。
（定量的には不明確）

・自動車単体対策のみならず、交通対策・物流対策の各施策に

対しても更にＰＤＣＡ（Plan,Do,Check,Action）のサイクル

を確実に回し、効率的投資をすべき。

・長期的視点での交通対策も重要視すべきである。

都市計画ビジョンからスタートした交通対策が必要。



28出典：首都高速道路公団（当時） 資料

○ 2002年12月開通 池袋線(5)～川口線(S1)を結ぶ、延長7.1km
○ 首都高速道路公団の事前予測 ＣＯ２ １万トン／年 削減

今回の評価結果 ＣＯ２ ２～３万トン／年 削減

首都高速王子線開通のＣＯ２削減効果試算

自工会提言自工会提言

VICSデータや、車検の走行距離
データを使って、ＣＯ２を評価
すれば、より正確な定量評価が
可能。

自工会は、各対策のＣＯ２削減効果
を定量的に解析する体制を政府に
要望してきた。

あらためてお願いしたい。
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・運輸部門のＣＯ２削減は、目標達成に向けて着実に

進んでいる。

・自工会各社は、今後とも一層の燃費向上に努める。

燃費向上による2010年度ＣＯ２削減目標2100万㌧は、

達成可能である。

・さまざまな交通施策においても、定量的に各対策の

効果を把握し、更にＰＤＣＡを回すべきである。

・定量的現状把握に基づいた、効率的な視点での

議論を期待する。

５．まとめ５．まとめ


